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1. 背景と目的 

 近年，日本において毎年のように豪雨災害が発生し

ており，今後も水害の激甚化・頻発化が予想される．ま

た，人口減少に伴い地方部において税収は減少し，イン

フラ施設の維持管理は困難になる．将来の河川管理に

おいて，コストを抑えながら激甚災害に対応する必要

に迫られることが想定される．人口減少の激しい中小

河川において，管理を行わないことも将来必要に迫ら

れるかもしれない． 

人口減少について考慮して流出解析を行う研究はな

く，人口減少に伴う水文過程の変化は不明な点が多い．

人口減少は，田畑や居住地の放棄等の土地利用変化や

森林放棄による植生変化を促す．千葉・風間 1)は土地利

用毎の粗度，蒸発散量，浸透量の違いを考慮し，土地利

用変化に伴う中小河川の流量の変動評価を行った．結

果として，人が住まなくなった流域において森林化及

び氾濫の発生を誘発することが下流の洪水リスクの低

下を促すことを示した．しかし，流域の変化は大規模な

ものであり，人口減少に伴う段階的な変化の想定が課

題として挙げられた．したがって，まずは様々な河道変

化に伴う流量の変動評価を行うことを目的とした． 

 

2. 対象流域とデータセット 

 対象流域は山形県上山市を流れる須川の上流域，福島

県三島町を流れる只見川に流入する塙子沢・大谷川流域

である．須川・大谷川は人口減少の予想される流域であ

り，塙子沢は人口が 0 人にも関わらず，国立研究所が流
量を観測している希少な流域である．流域面積は，須川

において約 72.6km2，大谷川において約 48.6km2，塙子沢

において約 3.1km2である． 

 対象期間は，2019 年 7 月 1 日から 2020 年 6 月 30 日ま
でである．解析に使用したデータは，表–1に示す通りで

ある．解析メッシュサイズを 100m×100m として解析を

行った． 

 

3. 解析手法 

3.1 分布型流出モデル 

 分布型流出モデルについて，千葉・風間 1)にならい，

直接流出と河川流出において連続の式とManningの式，
基底流出において貯留関数法を用いて推定した．  

 
𝜕𝐴 𝜕𝑡⁄ + 𝜕𝑄 𝜕𝑥⁄ = (𝑅 + 𝑆𝑀 − 𝑅𝑖𝑛 − 𝐸)𝐵𝑚 ( 1 )  

𝑄 = 1
𝑛⁄  𝐴5 3⁄  𝐼1 2⁄ 𝑆−2 3⁄  ( 2 )  

𝑅𝑖𝑛 = 𝑘𝑖𝑛 × ℎ ( 3 )  
𝜕𝑠 𝜕𝑡⁄ = 𝑅𝑖𝑛 − 𝑞𝑏 ( 4 )  

𝑠 = 𝑘𝑠𝑞𝑏
𝑝𝑠 ( 5 )  

ここで，𝐴は断面積(m2)，𝑄は流量(m3/s)，𝑡は時間(s)，𝑥

は流下方向の距離(m)，𝑅は降雨量(m/s)，𝑆𝑀は融雪量

(m/s)，𝑅𝑖𝑛は浸透量(m/s)，𝐸は蒸発散量(m/s)，𝐵𝑚はメッ

シュ幅(m)，𝑛は Manning の粗度係数(s/m1/3)，𝐼は河床勾

配，𝑆は潤辺(m)，𝑘𝑖𝑛はモデル定数(/s)，ℎは水深(m)，𝑠は

見かけの貯留高(m)，𝑞𝑏は土壌内における流出速度(m/s)，
𝑘𝑠, 𝑝𝑠はモデル定数である．なお，各モデル定数は千葉・

風間と同様に，塙子沢・大谷川流域において𝑘𝑖𝑛 = 9.0 ×

10−5/𝑠, 𝑘𝑠 = 100, 𝑝𝑠 = 0.3，須川流域において 𝑘𝑖𝑛 =

4.8 × 10−4/𝑠, 𝑘𝑠 = 80, 𝑝𝑠 = 0.5とした． 

 
3.2 氾濫の想定 

人口減少地域において，河川管理が行き届かずに植

生が繁茂する状況が見られる．このような変化に伴い，

河道内水位は上昇し，氾濫が発生しやすくなる．そのた

め，河道において氾濫が発生することを想定した． 

河道水位が氾濫発生水深を上回る場合に，氾濫が発

生する．氾濫した水は河道脇に滞留し，河道水位の低下

とともに流下する．しかし，氾濫する流量について正確

に想定することは困難である．そのため，河道水位と氾

濫原水位の関係から武田ら 2)にならい越流公式を用い

て氾濫により流出する量と河道に戻る量を決定した． 

𝑄𝑜 = 0.35𝐵𝑚 × |ℎ𝑑|√2𝑔|ℎ𝑑| (6) 
ℎ𝑑 = ℎ𝑓 + ℎ𝑜 − ℎ (7) 

ここで，𝑄𝑜：越流量(m3/s, ℎ𝑑が正の場合河道に流入し，
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負の場合河道から流出することとした)，ℎ𝑑：越流水深

(m)，ℎ𝑓：氾濫原水深(m)，ℎ𝑜：氾濫発生水深(m)である．

なお，氾濫原水深ℎ𝑓について，以下の式により氾濫面積

を仮定して求めた． 

ℎ𝑓 = 𝑉𝑖/𝐵𝑚𝐵𝑓  (8) 
𝐵𝑓 = 𝑉/𝐿𝑓(ℎ𝑚𝑎𝑥 − ℎ𝑜) (9) 

ここで，𝑉𝑖：𝑖 時間目の氾濫原の水かさ(m3)，𝐵𝑓：河道

からの氾濫幅(m)，𝑉：ℎ𝑜を越えた水かさの合計(m3)，

ℎ𝑚𝑎𝑥：土地利用変化後の最大水深(m)，𝐿𝑓：ℎ𝑜を越えた

河川長の合計(m)である． 
 
4. 結果と考察 

4.1 氾濫と土地利用変化による流量の変動評価 

人口が 0人になった場合，その流域の土地利用は徐々

に荒廃し，最終的に森林に変化することが想定される．

全て森林に変化した土地利用かつ植生により覆われた

河道を想定し，解析を行った．植生により覆われた河道

は，河道粗度を 0.030 s/m1/3から 0.100 s/m1/3にすること

により表現した．現土地利用と全域を森林とした土地

利用の年最大，低水流量の増減を調べた． 
土地利用を変化させた場合，年最大流量は須川にお

いて 6.85%，大谷川において 6.59%減少した．年最大流

量の減少は洪水リスクを低下させ，下流の被害軽減を

促す．渇水流量は須川において 1.25%，大谷川において

6.57%増加した．渇水流量の増加は安定した水資源の供

給につながる．一方，塙子沢の年最大流量は 3.34%増加
し，渇水流量は 18.0%減少した．氾濫は須川・大谷川に

おいて発生したが，塙子沢において発生しなかった． 
土地利用が全て森林に変化した場合，人口減少の予

想される 2 流域において洪水リスクの低下及び水資源

の安定化が示された．一方，塙子沢において，洪水リス

クの増加及び水資源の不安定化が示された．現土地利

用において須川・大谷川流域の人口は数百人程度であ

り，建物用地等の土地利用が存在する．これらの土地利

用は森林と比較すると，貯留機能が低く，降水はすぐに

流出する．これらが森林の土地利用に変化することに

より，貯留機能が高まり，流出が抑制される．したがっ

て，須川・大谷川において年最大流量が減少し，洪水リ

スクが低下したと考える．一方，人口が 0 人である塙子

沢の土地利用は，森林と田，その他の農用地のみである．

田は森林よりも貯留機能が高く，田を森林に変化させ

た場合，流出が増幅される．したがって，塙子沢におい

て年最大流量が増加し，洪水リスクが増加したと考え

る． 
 

4.2 河道変化による流量の変動評価 

 河川管理の放棄は，護岸崩壊や植生の繁茂を促す．前

節の想定に加えて，川幅の拡幅・縮小，護岸の切り崩し，

河道粗度の変化を想定した．川幅と土地利用変化によ

る年最大流量増減の比較結果について図–1 に示す．氾

濫を考慮しない場合，川幅の縮小に伴い年最大流量の

減少幅は小さくなる．氾濫を考慮した場合，川幅の縮小

に伴い年最大流量の減少幅は大きくなる．これは，川幅

の縮小が氾濫を促し，氾濫原に貯留される量が増加す

るためである．加えて，護岸の切り崩し，河道粗度の上

昇は氾濫を考慮した場合，下流へのピーク流出を抑制

することが示された．河川管理放棄に伴う河道変化は，

氾濫の発生を促す．無居住化した中小河川流域を氾濫

原として捉え，氾濫を頻発化させることにより，下流の

洪水リスク抑制につながる可能性がある． 

今後は流域の人口動態と土地利用の関係から，段階

的な変化を想定し，それらの変化が下流への流出に与

える影響について評価する．最終的に，無居住化した中

小河川流域における河川管理の検討を行う． 
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図–1 各流域の川幅と土地利用変化による 
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